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第１章 基本的な考え方 

 

１ 経緯 

平成１８年３月の地震防災対策特別措置法(平成７年法律第１１１号)の改正により、都

道府県は想定される地震災害を明らかにして、その地震災害の軽減を図るための地震防災

対策の実施に関する目標を定めるよう努めることとなりました。 

千葉県では、平成１９年度に行った地震被害想定調査の結果等に基づき、県が実施する

地震に関する長期的な行動計画として、平成２１年９月に千葉県地震防災戦略を策定し、

これまで防災対策を進めてきました。 

その後、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災を契機に、減災や多重防御の視

点に重点を置き、ハード対策とソフト対策を組み合わせた総合的な防災対策を推進してい

くことが重要であると認識され、国は、平成２５年１２月に首都直下地震の地震被害想定

調査を公表するとともに、首都直下地震対策特別措置法(平成２５年法律第８８号)を制定

しました。同法では、千葉県全域が、首都直下地震が発生した場合に著しい地震被害が生

ずるおそれがあり、緊急に地震防災対策を推進する必要がある区域である「首都直下地震

緊急対策区域」に指定され、県は「地方緊急対策実施計画」を作成することができるとさ

れました。 

また、県では、東日本大震災や国の地震被害想定調査などから得られた科学的知見を踏

まえ、平成２６・２７年度に新たな地震被害想定調査（以下「新たな地震被害想定調査」

という。）を実施しました。 

そこで、新たな地震被害想定調査の結果や東日本大震災の教訓などに対応するとともに、

千葉県全域が「首都直下地震緊急対策区域」に指定されたことを踏まえ、地震・津波によ

る被害を軽減するため、このたび、地震防災戦略の改訂を行いました。 

 

今回の改訂により見直しを行った事項は以下のとおりです。 

 

（１）想定地震及び減災目標の変更 

   新たな地震被害想定調査では、「千葉県北西部直下地震」を想定地震として被害量を

算出しました。そこで、千葉県北西部直下地震で想定される死者数及び経済被害額を

概ね半減させることを減災目標とし、施策の実施期間を平成２９年度から平成３８年

度までの１０年間としました。 

（２）施策の整理 

  減災目標を達成するための減災施策について、３つの施策区分（Ⅰ予防対策による

減災、Ⅱ応急対策による減災、Ⅲ復旧・復興対策による減災）はそのままに、１５の

施策の柱（１増）、５６の施策項目（１増）に体系化しました。 

  さらに個別施策については、すでに目標を達成した施策等を削除するとともに、新

規施策の追加や既存施策の見直しなどを行い、１７３の個別施策（２２増）に整理し

直しました。 

  なお、個別施策の実施期間は、５年以内の施策（早期施策）、もしくは５年を超える

施策（長期施策）に区分しています。 



 

 2 

 

（３）首都直下地震対策特別措置法における「地方緊急対策実施計画」としての位置付け 

  本地震防災戦略における個別施策群は、東京圏及びその周辺の地域における地殻の

境界又はその内部を震源とする大規模な地震(首都直下地震対策特別措置法２条第 

１項における「首都直下地震」)を対象とした地震被害想定結果を計画的に軽減させる

地震・津波対策でもあることから、別途、同法における基本的事項を定め、本地震  

防災戦略を「地方緊急対策実施計画」として位置付けることとしました。 

 

２ 地震防災戦略の内容 

本地震防災戦略では、新たな地震被害想定調査の想定地震である千葉県北西部直下地震

を対象として、耐震化対策や津波・液状化対策、防災教育の推進、地域防災力の向上等の

施策に取り組むことにより、想定される死者数・経済被害額を平成３８年度までの１０年

間で概ね半減させることを減災目標としています。 

なお、本地震防災戦略で取りまとめた個別施策については、千葉県北西部直下地震に限

らず、本県に影響を及ぼす様々な地震・津波被害に対して適用できるものです。 

（１）減災目標 

千葉県北西部直下地震における死者数を約２，１００人から約９３０人へ、経済 

被害額を約９兆６，５００億円から約４兆１，０００億円へ概ね半減させる。 

（２）対象期間 

   平成２９年度から平成３８年度まで 

（３）施策体系 

   主に、以下のⅠ～Ⅲの施策区分により構成されています。 

    Ⅰ 予 防 対 策 に よ る 減 災…６本の柱、２５の施策項目、９５の個別施策 

（早期施策：２７、長期施策：６８） 

    Ⅱ 応 急 対 策 に よ る 減 災…６本の柱、２０の施策項目、５８の個別施策 

（早期施策： ６、長期施策：５２） 

    Ⅲ 復旧・復興対策による減災…３本の柱、１１の施策項目、２０の個別施策 

（早期施策： ０、長期施策：２０） 

 

３ 千葉県地域防災計画への反映 

地域防災計画は、国・県・市町村・県民・その他防災関係機関が連携して地震・風水害・

大規模事故などの災害から県民の生命・身体・財産を守るため、災害対策基本法に基づき、

それぞれの機関がなすべきことを盛り込んだ総合計画です。 

地震防災戦略の改訂にともない、本戦略の減災目標や主要施策については、同計画の  

地震・津波編に反映します。 
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４ 首都直下地震対策特別措置法における「地方緊急対策実施計画」としての 

位置づけ 

  本地震防災戦略は、首都直下地震対策特別措置法における「地方緊急対策実施計画」

を兼ねるものとし、同法第２１条の規定に基づく基本事項を以下に定めます。 

  （１）緊急対策区域：県内全域(国の首都直下地震被害想定調査において震度６弱以上) 

  （２）計 画 の 目 標：千葉県北西部直下地震における死者数を約２，１００人から 

            約９３０人へ、経済被害額を約９兆６，５００億円から約４兆   

１，０００億円へ概ね半減させる。 

  （３）計 画 の 期 間：平成２９年度～平成３８年度 

  （４）首都直下地震対策のうち必要なもの：本地震防災戦略に定める全個別施策 
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・千葉県北西部直下地震 

・房総半島東方沖日本海溝 

沿い地震 

・国、市町村、防災関

係機関等が連携して

なすべきことを盛り込

んだ総合的な計画 

 
【主な被害想定】 

・死者     約 2,100 人 

・建物全半壊・焼失 約 23万棟 

・避難者  約 80 万人(ﾋﾟｰｸ時) 

・経済被害 約 9 兆 6,500 億円 

千葉県北西部直下地震 


